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※H19.7.1からH23.4.30までの間、給与の減額措置として、市長、副市長および教育長の給料の
　10％を減額しています｡

※県内で人口1万人当たりの職員数が最も少ない市は54.2人、最も多い市は114.9人となっており、
　行田市は最少市から数え9番目に位置しています。

部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

区　　分
H20
職　員　数（人）

341

H21

332

対前年増減数
（人）

△9

182 177 △5

523 509 △14

43 42 △1

566

一般行政部門

特別行政部門（教育・消防）

普通会計の計

公営企業等会計部門
（水道・下水道・その他）

合　計 551 △15

特別職の報酬などの状況（平成21年４月１日現在）10

12

人口1万人当たりの職員数（平成21年４月１日現在）１１

区　　　分

市　　　長

給料月額など

933,000円（H19.7.1～H23.4.30  839,700円）
副　市　長 780,000円（H19.7.1～H23.4.30  702,000円）
教　育　長 702,000円（H19.7.1～H23.4.30  631,800円）

給　

料

　 （算定方法）
市　　　長 給料月額×在職月数×40/100
副　市　長 給料月額×在職月数×30/100
教　育　長 給料月額×在職月数×30/100

（支給時期）
任期ごと
任期ごと
任期ごと

退
職
手
当

議　　　長 482,000円　
副　議　長　 429,000円　
議　　　員 407,000円　

報　

酬

市　　　長
（20年度支給割合）

副　市　長
4.40月分
4.40月分
4.40月分 （勤勉手当を含む）教　育　長

議　　　長
（20年度支給割合）

副　議　長　
4.20月分
4.20月分
4.20月分議　　　員

期
末
手
当

行田市 63.3人 73.0人県内市平均

部　　門

　問い合わせ　人事課人事給与担当（内線２０８）

　「(軽度)発達障害」特別支援力養成のための
　　　　　　教職員再教育プログラム

▶日　　時　11月28日(土)午後１時～４時30分
▶場　　所　中央公民館第1学習室（「みらい」内）　
▶内　　容　①発達障害の理解と支援 
　　　　　　②特別支援教育地域拠点校の役割 
　　　　　　③障害と脳　
▶対　　象　保育士、幼稚園・小・中・高校の教職員　
▶費　　用　無料　
▶主　　催　行田市教育委員会、埼玉純真短期大学　
▶問い合わせ　学校教育課 ☎556―8316

犯罪などの被害にお悩みの方へ

　犯罪や交通事故などの被害による心の悩みや精神的
不安を解消する手助けをします。なお、秘密厳守で相
談内容が漏れることはありません。

▶電話相談　月～金曜日（祝日・年末年始を除く）
　　　　　　午前８時30分～午後５時15分
　　　　　　☎0120―381858
▶面接相談　個人カウンセリング（予約制・無料）
▶そ の 他　ＦＡＸや手紙による相談も受け付けます。

▶電話相談　月～金曜日（祝日・年末年始を除く）
　　　　　　午前10時～午後４時
　　　　　　☎048―834―8080
▶面接相談　弁護士による相談は予約制（無料）
　　　　　　〒330―0074さいたま市浦和区北浦和
　　　　　　５―６―５浦和合同庁舎４階

　  埼玉県警察　犯罪被害者相談センター

　（社）埼玉犯罪被害者援助センター
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チェック

秋季全国火災予防運動

　11月９日㈪から15日㈰まで、全国一斉に秋の火災
予防運動が実施されます。
　これは火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、
皆さんに火災予防に対する認識を深めていただき、尊
い生命や大切な財産を火災から守るための運動です。
　日ごろから次のポイント（３つの習慣・４つの対策）
を実践し、外出時や就寝前には、もう一度火の元を確
かめ火災を発生させない、万一発生したときは、小さ
な被害で食い止められるように心掛けてください。　

『住宅防火  いのちを守る  ７つのポイント』

３つの習慣
○寝たばこは、絶対やめる。
○ストーブは、燃えやすいものから離れた位置で使用
　する。
○ガスこんろなどのそばを離れるときは、必ず火を消す。

４つの対策
○逃げ遅れを防ぐために、住宅用火災警報器を設置する。
○寝具、衣類およびカーテンからの火災を防ぐために、
　防炎品を使用する。
○火災を小さいうちに消すために、住宅用消火器など
　を設置する。
○お年寄りや体の不自由な人を守るために、隣近所の
　協力体制をつくる。

▶問い合わせ　消防本部予防課 ☎556―2565

つけましたか？住宅用火災警報器


